
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　予定

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　３年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 杉山健一

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3312

事務事業名 14869 成年後見制度利用促進事業

所　　属 100100 健康福祉部・福祉課

施　　策 11020300 みんなで助け合う福祉

会計 01 一般会計
予算

科目 030101 民生費・社会福祉費・社会福祉総務費
科目

事業 040000 成年後見制度利用促進事業

事業目的 事業概要・効果 

須坂市における相談窓口を整備するとともに、成年後  須高３市町村で成年後見支援センターを設置し、成

見制度の利用が必要な人を発見し、適切に必要な支援 年後見制度を利用したい人の相談支援、申立て支援や

につなげる地域連携の仕組みを構築する。 周知啓発・広報活動を行い、金銭管理や身上監護など

、権利擁護

内

の必要な人に必要な支

部

援が行き届くことが

期

評

待される。

ＰＬＡＮ－

価

ＤＯ

年度実績及び予定

【

令和 2年度　実績 令

二

和 3年度　予定

成年

次

後見支援センターの設

】

置に向けて関係機関と

1

の協 成年後見支援セン

頁

ターとあわせて、法人

令

後見の担い手

議・調整

和

を実施する。 育成を推

　

進する。

令和 4年度

３

　予定 令和 5年度　

年

予定

成年後見制度の利

度

用促進のための地域連

　

携ネットワー 成年後見

行

制度の利用促進のため

政

の地域連携ネットワー

評

クを構築する。 クを構

価

築する。

令和 6年度

事

　予定 令和 7年度　

業

予定

成年後見制度の利

別

用促進のための地域連

シ

携ネットワー 成年後見

ー

制度の利用促進のため

ト

の地域連携ネットワー

実

クを構築する。 クを構

計

築する。

対象 評価対象



.2
人員数

嘱託職員 0.0 0.0
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 0.0 1,393.6

人　員 嘱託職員 0.0 0.0

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 0.0 1,393.6

市民一人当たりの経費 0.0 0.2

総額 366.0 10,264.6

（単位：千円）

令和 2年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 8

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

成年後見支援センター設置準備負担金　　358
18節 負担金補助及び交付金 358

その他 0

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 2年度 令和 3年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 2年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 2年度 令和 3年度

決　　　算 予　　　算

事業費 366 8,871

国庫支出金 210 107

特 定 都道府県支出金 0 54

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 156 8,710

正規職員 0.0 0



委

るか 有効

・行政内部の

託

管理上の課題解決に貢

費

献しているか

・事業の

1

目的が達成できるよう

4

な事業内容になってい

節

るか

県内ほぼ全ての地

 

域で成年後見センター

工

の設置が進む中、須高

事

地域においても202

請

1年度から須坂市社協

負

への委

託によりセンタ

費

ーが開設できることに

1

なった。
評   価

コ

8

メント

・成果を落とさ

節

ずにコストを削減する

 

方法はあるか

効 率 

負

性 ・効率性向上に努め

担

ているか 変わらない

・

金

使用料などの受益者負

補

担や補助対象事業の範

助

囲など、財源確保の余

及

地はないか

須高３市町

び

村の按分により委託料

交

を負担している。今後

付

、実績等に応じて負担

金

割合を見直す必要があ

そ

る。また

社協として法

の

人後見が具体化してく

他

ると、後見報酬との調

Ｃ

整も必要になる。
評 

Ｈ

  価

コメント

振り返

Ｅ

り（決算年度の取組み

Ｃ

課題）

須高地域につい

Ｋ

ては具体的な検討が進

個

まず長年の懸案事項と

別

なっていたが、ようや

評

く須高３市町村での共

価

同設置の道筋が

ついた

項

。一方で、センターの

目

必要性について、実績

評

の少ない町村とは認識

価

に若干の食い違いがあ

観

り、今後地域の実態調

点

査

や啓発を行うことで

評

、地域課題の掘り起こ

価

しや具体的な支援を積

内

み重ねていく必要があ

容

る。

また、地域の中で

・

は専門職が対応できな

市

い困難ケースもあるこ

民

とから、法人後見の必

の

要性について引き続き

生

検討を行うも

のとする

命

。

・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 3

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

成年後見

和

支援センター業務委託

 

料　　8,871
12

3

節 委託費 8,871

年

14節 工事請負費 0

度

18節 負担金補助及

当

び交付金 0

その他 0

Ｃ

初

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

予

評価観点 評価内容

・市

算

民の生命・財産を守る

　

ため市が実施すること

事

が必要不可欠な事業で

業

あるか

・行政内部の管

費

理運営上必要な事業で

の

あるか

必 要 性 ・市

内

が主体となり実施すべ

訳

き事業か 高い

・法的な

主

根拠や公的関与の妥当

な

性はあるか

・目的は結

節

果（施策の目指す理想

金

）に結びついているか

額

障がいがあっても住み

内

慣れた地域で生活を続

容

けるため、金銭管理や

7

身上監護など、判断力

節

が十分でない人への

権

 

利擁護の柱として成年

 

後見制度をわかりやす

報

く周知啓発し、申立て

償

支援を行う等、市民の

費

身近な相談窓口で
評 

1

  価
あるとともに地

0

域連携ネットワークを

節

構築していくための中

 

核となる機関として、

需

設置運営を続けていく

用

必要
コメント

がある。

費

・事業の成果は上がっ

1

ているか

・目標に対す

2

る達成度は十分か

有 

節

効 性 ・市民生活上の

 

課題解決に貢献してい



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大） 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

10月１日開設に向けて関係機関と連携、調整を図りな 高齢者、障がい者、身寄りのない方など

内

の権利擁護を

がら適切

部

な準備を進める。開設

評

後は運営や組織等にお

価

進めるため成年後見支

【

援センターと行政関係

二

機関と情

ける課題を把

次

握し、改善を図る。 報

】

共有をこない連携ネッ

4

トワークを構築する

外

頁

部評価

次年度以降の方

Ａ

向性

外部評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


